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障害福祉課

・広報くわな、市ホームページにて
障害者関連イベントやお知らせの周
知を実施。
・点字、声の広報等を、点字や音訳
媒体で情報提供。

・効果的な啓発活動の方法につい
ての検討。

・広報くわな、市ホームページにて障
害者関連の広報や啓発活動を実施。
・点字、声の広報等を、点字や音訳媒
体で情報提供。

秘書広報課

・広報くわな、市ホームページで障
害及び障害者に関する啓発活動を実
施
・広報くわなの点字、声の広報など
を実施

・障害及び障害者に関する啓発活
動に関して、さらに周知するため
に広報くわな、市ホームページ以
外の周知方法を模索する

・広報くわな、市ホームページで障害
及び障害者に関する啓発活動を継続的
に実施
・広報くわなの点字、声の広報などを
継続的に実施

人権センター

・広報くわなの人権啓発シリーズ３
月号に人権啓発推進本部高齢・障害
者部会により、高齢者または障害者
の人権に関する記事を掲載する予定
であったが、平成28年度に関しては
「認知症を理解しよう」というタイ
トルで掲載した。

・広報くわなの人権啓発シリーズ
には、さまざまな人権に関する記
事を各部会が輪番で掲載するた
め、障害者に関する記事を掲載で
きない年度もある。

・広報くわなの人権啓発シリーズ３月
号に人権啓発推進本部高齢・障害者部
会により高齢者の人権または障害者の
人権に関する記事を掲載する。

障害福祉課
関係機関と協議しながら効果的な情
報発信に努めた。

情報の発信量に限りがある。
今後も関係機関と連携しながら情報発
信に努めていく。

地域コミュニ
ティ課

市ホームページ、市民活動センター
にて登録団体の情報を提供してい
る。
くわなフェスティバルに11団体が参
加し、活動のアピールを行った。

より多くの方に情報提供できるよ
うに工夫が必要である。

より多くの方に見てもらえるように工
夫を重ね、引き続き市ホームページ及
び市民活動センターで登録団体の情報
提供を行っていく。
今後もイベント等に参加し、活動のア
ピールを行っていく。

障害福祉課
関係機関と協議しながら効果的な啓
発活動に努めた。

人権担当主管課との連携を深め、
より効果的な周知・啓発の方法を
検討する。

今後も関係機関と連携しながら行って
いく。

人権センター

・「人権週間」内の４日間、広報車
による市内巡回啓発を行った。
・12月４日に桑名駅前他10ヶ所にお
いて街頭啓発を行った。

・街頭啓発自体は各個人に強く呼
びかけるものではない為、そこか
ら先の関心については各個人の捉
え方次第になってくる

・「人権週間」内の４日間、広報車に
よる市内巡回啓発を行う。
・12月４日に桑名駅前他10ヶ所におい
て街頭啓発を行う。

商工観光文化課
窓口カウンターにチラシ等を設置
し、周知・啓発を行った。

啓発活動により障害への理解の向
上が図れた。

窓口カウンターにチラシ等を設置し、
周知・啓発を行う。

総務課
関係所管課からの依頼により、庁舎
内掲示板にポスターを貼って周知・
啓発を行った。

関係所管課からの依頼に対して、
ポスターを貼るスペースが、あま
りない状況である。

引き続き、関係所管課からの依頼によ
り、ポスターをロビー等の掲示板に
貼って周知・啓発を行う。

1）①

広報・市ホーム
ページの活用

• 全ての市民が「心のバリアフリー」を推
進するために、広報くわな、市のホーム
ページ等を活用して、障害及び障害者に関
する広報・啓発活動に努めます。
• 点字や声の広報等を、点字や音訳媒体に
て情報提供します。

1）①
多様な主体との
連携

• 広報・啓発活動は、行政とともに、障害
者、当事者団体、市民、ボランティア団
体、関係機関、企業等それぞれ多様な主体
が情報を発信していくことで、幅広い効果
が期待できます。そのため、市民に協力を
求めていきます。
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障害者週間等の
周知・啓発

• 障害者に関わる「障害者週間」（毎年12
月３日～９日）、「人権週間」（毎年12月
４日～10日）、「障害者雇用支援月間」
（毎年９月）等の様々な啓発活動を行い、
障害への理解を深めるため各種行事の支援
を行います。
• 庁舎内掲示板へのポスター設置等、周
知・啓発を行います。

1）①
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障害福祉課
おもいやり駐車場の経由窓口として
制度の周知・啓発に努めた。

実施主体が県のため、問い合わせ
への対応に時間がかかる場合があ
る。

今後も関係機関と連携しながら周知・
啓発を行う。

介護高齢課
窓口にチラシを設置し、制度につい
ての周知に努めた。

実際には、申請があった際の受付
処理に留まっている。

引き続き制度の周知に努める。

健康推進課
制度についての窓口や電話での問合
せに対し、申請方法等を案内した。

手続きを含め、制度の一層の周知
が必要。

今後も継続して案内していく。

子ども未来課
保護者送迎用駐車場におもいやり駐
車場を設置している。

保護者送迎用駐車場の不足。
おもいやり駐車場設置の施設におい
て、保護者啓発を引き続き図る。

障害福祉課
イベントを関係団体へ委託すること
で障害者理解促進を進めた。

イベントの内容が毎年大きく変わ
らない。

今後も啓発事業を行うが、将来的な内
容等の見直しに取り組む

人権センター

・11月26日に人権フェスタを開催
し、人権講演会、意見発表会、パネ
ル展示等を一体で実施し人権意識の
高揚を図った。会場には障害者団体
他によるふれあい物販コーナーも開
催され、自主製品の販売を通じて交
流を深めることが出来た。

・誘導はしているものの、人権講
演会や意見発表会のみに来場して
帰られる方もいらっしゃる。

・12月９日に人権フェスタを開催す
る。意見発表会、パネル展示の実施の
ほか、障害者団体他による自主製品の
販売を通じて交流を深める。

障害福祉課
スポーツ大会を開催し、障害者と市
民との交流を深めた。

競技によって参加者の調整が困難
な場合がある。

今後も事業は行うが、内容等の見直し
は必要。

長島住民福祉課
チラシを設置し、住民への周知を促
した。

障害者スポーツ大会の市民への周知に
努め、交流機会の拡大を図る。

1）①

福祉施設のイベ
ントにおける交
流促進

• 地域社会での障害者の理解を深めるた
め、市内の福祉施設のイベント等を周知す
ることにより、地域住民の参加を呼び掛け
ます。

障害福祉課
福祉施設のイベントの後援を行うな
ど周知に努めた。

後援するイベントの内容を理解す
る必要がある。

今後もイベントの周知を行い、地域住
民の参加へ繋げる。

障害福祉課
補助金を支給することで各団体の活
動を支えた。

活動の内容を精査する必要がある。
今後も補助金の支給は継続するが、実
績報告の充実に努めたい。

長島住民福祉課
団体から活動について周知の協力を
受け、チラシを設置するなどの支援
を行った。

障害者団体の活動に関して、市民への
周知の場を提供するなど支援に努め
る。

1）①
障害者差別解消
法の周知等

• 平成28年４月の障害者差別解消法の円滑
な施行に向けて、法の趣旨等の広報・啓発
を行います。

障害福祉課

各所属の人権啓発推進員を対象に研
修を行うとともに、市民に要請に応
じて法の趣旨について啓発を行っ
た。

法の趣旨についての啓発が引き続
き必要。

職員や市民への効果的な啓発を関係機
関と連携して行う。
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障害者スポーツ
大会の開催

• 障害者と市民が交流を深め、スポーツの
楽しさを実感する障害者スポーツ大会を毎
年10月に開催しており、今後も継続して実
施するとともに、交流機会の拡大を進めま
す。

1）①
障害者団体への
支援

• 市内の各障害者団体の運営強化と自主的
活動の推進を目的として各種団体の活動に
対して必要な支援を行います。

1）①

三重おもいやり
駐車場利用証制
度の啓発

• 三重県が導入している「三重おもいやり
駐車場利用証制度」の周知・啓発に努めま
す

1）①
各種イベントを
通じた啓発

• 障害者理解を促進するためのイベントを
関係団体に委託し、継続的に啓発事業を実
施します。より多くの市民の参加を目標と
しながら、継続して事業を実施します。
≪実施事業≫
・障害者週間記念事業（11月下旬）・みん
なのつどい（11月下旬）・障害者作品展
（３月）・人権フェスタ
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障害福祉課
ホームページ等で市民に対しての啓
発を行った。

効果的な啓発方法の検討が必要。
今後も効果的な啓発方法を模索しなが
ら啓発活動を行う。

子ども未来課
援助、支援が必要な子どもに対して
加配保育士を付けている

公・私立園のどちらも、発達障害
児が増加傾向にあるため、加配保
育士の確保が課題である。

障害児保育のフォロー体制を構築し、
子にあった適切な保育環境を整える

子ども総合相談
センター

子どもの特性や関わりを理解するた
めの発達検査や保護者の相談を行っ
た。（概ね週３回程度）

発達検査の予約が数か月先まで取
れない状況である。

引き続き発達の検査や相談を実施して
いくとともに、関係機関と連携して、
子どもの発達や特性に合わせた支援を
行っていく。

介護高齢課
独り暮らし高齢者に対し、救急医療
情報キットを配布した。

実際には、申込みがあった際の受
付処理に留まっている。

引き続き救急医療情報キットの周知に
努める。

健康推進課
おもいやり駐車場について、利用条
件があることを案内した。

利用条件を含め、制度の一層の周
知が必要。

今後も継続して案内していく。

総務課
おもいやり駐車場を庁舎北駐車場に
６台分、東駐車場に２台分、南立体
駐車場に６台分設置。

おもいやり駐車場に、対象となら
ない車両が駐車する場合がある。

おもいやり駐車場利用証を掲示してい
ない車両に対して、制度への協力を促
す貼紙をして、別の駐車スペースを利
用するよう取り組む。

土木課 市道等危険箇所を順次整備している。修繕箇所が多い。 市道等危険箇所を順次整備している。

障害福祉課

福祉実践教室として、桑名市に住む
障害者を講師に迎え、障害者の日常
生活に関する話や、車いすの介助、
点字や手話の実技等を行った。

様々な障害特性について、知って
もらう機会を作る必要がある。

福祉実践教室として、桑名市に住む障
害者を講師に迎え、障害者の日常生活
に関する話や、車いすの介助、点字や
手話の実技等を行った。

人権教育課

・小中学生と引率の保護者を対象
に、福祉体験講座（手話・車いす・
点字）を全６回実施しました。
・桑名市に住む障害のある方を講師
に迎え、日常生活に関する話や、車
いすの介助、点字や手話の実技等を
行いました。講座では、体験して気
づいた学びを共有し、違いを豊かさ
に感じるとともに、自分の生き方に
つなげて考えることができました。

・毎年申し込まれる受講者も多い
ので、講座の内容の充実を図って
いきます。

・引き続き小中学生と引率の保護者を
対象に福祉実践講座を実施します。
・車いすの介助体験、点字や手話の実
技を２回ずつ（計６回）行います。
・実際に体験することや、障害のある
方からのお話やふれあいの中で、障害
や障害のある人への理解を深めていき
ます。

1)③
ボランティアの
情報の提供

• 広報やホームページでどのようなボラン
ティアが必要なのか等の情報を発信し、参
加へのきっかけづくりを行います。

障害福祉課
社協のボランティアセンターを紹介
した。

市が関係する行事の情報発信が必
要。

今後、より関心を集めるような情報発
信を模索し、ボランティアの拡大へ繋
げる。

1)②

障害の特性と必
要な配慮の理解
促進及びサポー
ト

• 理解がまだ進んでいない発達障害、難
病、高次脳機能障害等について、その障害
の特性や必要な配慮等について市民への周
知を図り、理解を促進します。
• 視覚障害者誘導用ブロックや身体障害者
補助犬、障害者用駐車スペース等への理解
を促進します。
• 公共施設等の障害者用駐車スペース（お
もいやり駐車場）の利用マナーについて、
市民に理解を求めます。
• ヘルプカード等を活用し、必要な方への
サポートについて理解促進を図ります。
• 救急医療キット・救急安心カードの周
知・啓発に努めます。

1)②

障害についての
理解を図る教育
の推進

• 障害や障害者の理解促進のためには、子
どもの頃から障害に対する正しい知識を持
つことが大切です。地域の障害者が講師に
なって、障害者の日常生活に関する話や車
いすの介助、点字や手話の実技等を行う教
室を、小学生を対象に引き続き開催しま
す。
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障害福祉課
社協へボランティア派遣を依頼し
た。

市が関係する行事の情報発信が必
要。

今後、より関心を集めるような情報発
信を模索し、ボランティアの拡大へ繋
げる。

福祉総務課
「桑名市ボランティアセンター」に
おいてボランティア活動の推進、支
援を行っている。

担い手や広報力不足、関係機関と
のより強い連携が課題となってい
る。

桑名市と桑名市社会福祉協議会が連携
を深め、ボランティアの育成に努めま
す。

防災・危機管理
課

防災講話等で、知識の提供と育成を
支援している。

継続的に行っていくことが大切で
ある。

今後も引き続き支援を行っていく。

1)①
相談支援体制の
充実

• 基幹型相談支援センターの設置等、相談
支援の充実を図ります。

障害福祉課
相談支援センターに加え、福祉の相
談窓口として「福祉なんでも相談セ
ンター」での相談を開始した。

基幹型相談支援センターについ
て、どのような形が桑名市に適し
ているか検討が必要。

相談支援センター、福祉なんでも相談
センター間での連携を構築していく。

障害福祉課
福祉関係の相談に総合的に対応でき
る窓口として「福祉なんでも相談セ
ンター」での相談を開始した。

相談支援センターや相談支援事業
所、福祉なんでも相談センターが
連携できる仕組みづくりが必要。

相談を受ける側が連携し、身近な相談
体制づくりに努めていく。

介護高齢課

高齢者だけではなく、障害・子育て
など様々な福祉分野の相談に総合的
に対応できる窓口として「福祉なん
でも相談センター」を開設した。

開設から間もないため、スムーズ
に対応できる体制づくりと共に、
センターの周知を図っていく必要
がある。

福祉関係部署との横の連携をとり、な
んでも気軽に相談できる身近な相談体
制づくりの推進に努めていく。

健康推進課

健康相談事業を掲載した『健康づく
り情報』を広報折込し、市民に周
知。随時、電話や来所相談では個室
で対応する等、健康相談を保健師・
管理栄養士が実施した。

随時、健康相談を受付しているこ
とを周知することが必要。

今後も継続して周知していく。

障害福祉課

各関係機関と連携し早期に支援がで
きるように協議を実施した。また、
継続して支援が受けられるように障
害児相談支援事業所などの相談機関
の周知を実施した。

今後も関係機関と連携して途切れ
のない支援体制につなげる必要が
ある。

関係機関と連携し、必要に応じて相談
支援事業所、サービスに繋げていく。

子ども未来課
保育所、子育て支援センターでの早
期からの関わりと関係機関との連携
を行った。

関係機関との情報の共有、連携に
ついての強化。

関係機関との定期的な話し合いや、連
携のためのフローチャート検討を行
う。

子ども総合相談
センター

発達に関わる相談や検査を行った。
（概ね週３回程度）

心理士による発達検査の予約が取
れない状況である。

医療機関も含め、関係機関と連携し
て、子どもの発達や特性に合わせた支
援を行う。

保険年金課

「福祉医療費助成制度の案内」（窓
口設置のしおり）、相談業務、市
ホｰムペｰジへの掲載等により周知を
図る。

引き続き、制度普及のため周知を行
い、経済的負担の軽減及び保健福祉の
向上を図るため必要な助成を行う。

健康推進課
乳幼児に対する育児相談やすくすく
相談等を実施した。

必要時、関係機関との連携を図る。
引き続き相談事業の充実と、関係機関
との連携を図る。

1)①
身近な相談支援
の充実

• 地域における身近な相談活動を活発化さ
せ、関係機関との連携を図り、プライバ
シーに配慮しながら、気軽に相談できる身
近な相談体制づくりを推進します。

1)①
障害児の相談支
援体制の充実

• 障害児に対する相談支援については、市
役所の窓口をはじめ、子ども総合相談セン
ター、保健センター、桑名市療育センター
等で相談を受け付けています。今後は、各
機関、子どもが受診している医療機関等と
の連携を密にし、早期の対応を図りなが
ら、障害児に対する途切れのない支援につ
なげます。
• 子ども総合相談センターでは“気になる
子”の相談を実施しています。事業の市民
への周知を図ります。

ボランティアの
育成

• 障害者を支援するボランティア活動につ
いて、関係機関と連携し、支援方法等の知
識を提供し、育成について支援します。

1)③
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1)②
訪問系サービス
の充実

• 日常生活上の支援等障害者の居宅での生
活を支えるため、事業者との協力を得なが
ら、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、
行動援護、重度障害者等包括支援の提供の
充実に努めます。

障害福祉課

国保連請求より
居宅介護　116 人
重度訪問介護　2 人
同行援護　158 人
行動援護　20  人
重度障害者等支援　0 人

行動援護の事業所が市内に無いた
め、圏域事業所に働きかけが必
要。
また、医療的ケアに対応できる事
業所の開拓も必要。

行動援護、重度訪問介護等の利用が難
しいため、圏域事業所に働きかけ、ま
た、相談支援専門員等が本人の希望を
聞きニーズに合った支援の提供を図
る。

1)②
日中活動系サー
ビスの充実

• 障害者の日中における自立した生活を支
援するため、生活介護、自立訓練（機能訓
練・生活訓練）、就労移行支援、就労継続
支援（Ａ型・Ｂ型）、療養介護、短期入所
のサービスの充実に努めます。

障害福祉課

国保連請求より
生活介護 255 人
自立訓練　8 人
就労移行　21 人
就労継続A型　134 人
就労継続B型　197 人
療養介護　10 人
短期入所　43 人

短期入所施設がこの地域では足り
ておらず緊急時の対応も難しいた
め、圏域事業所への働きかけが必
要。

市単補助金での公募（短期入所）
短期入所の利用が難しいため、圏域事
業所にニーズを伝え、新規参入を働き
かけ、相談支援専門員等が本人の希望
を聞きニーズに合った支援の提供を図
る。

1)②
居住系サービス
の充実

• 日常生活を営むのに支障のある障害者
や、夜間において介助が必要な人の生活を
支援するため、施設入所支援・グループ
ホーム等障害の状況に応じた適切なサービ
ス提供の充実に努めます。

障害福祉課
国保連請求より
施設入所　123 人
グループホーム　82 人

グループホームがこの地域では足
りていない。緊急時の対応も難し
いため、圏域事業所への働きかけ
が必要。

市単補助金での公募（ＧＨ）
ＧＨの利用が難しいため、圏域事業所
にニーズを伝え、新規参入を働きか
け、相談支援専門員等が本人の希望を
聞きニーズに合った支援の提供を図
る。

1)② 相談支援の充実

• 事業所との協力・連携を図りながらス
ムーズな地域移行が行われるよう努めま
す。
• ニーズに応じたサービス等利用計画作成
に努めます。

障害福祉課

特定相談支援事業所は10ヶ所。ニー
ズに応じたサービス等利用計画を作
成し、地域生活継続の体制を整えて
いる。

サービス等利用計画に関して、適
切な運用を行うよう特定相談支援
事業所と連携を図る。

計画相談支援を全サービス利用者に対
して支給し、相談支援の充実を図る。

1)②
地域生活支援事
業の充実

• 障害者が地域で自立した生活を送ること
ができるよう、地域の特性や利用者の状況
に応じて事業を実施します。

障害福祉課
障害者相談支援センターと連携体制
を整え、個別のニーズ把握に努め
た。

引き続き、利用者のニーズの把握
に努める。

今後も支援機関と連携し、課題把握を
し事業の充実を図る。

障害福祉課

計画相談実施率の向上につとめた。家
族等支援者の状況把握をし、個別の
ニーズに応じたサービス利用につなげ
るなどレスパイト支援に努めた。

引き続き、家族等支援者の状況把
握につとめる。

計画相談支援の充実に努め、家族等の
状況に応じたサービス利用につなげて
いく。

介護高齢課

高齢者見守りネットワークの活用
や、地域包括支援センターを中心と
する総合相談支援などにより、地域
の関係機関と連携して高齢者の状況
把握に努めた。

地域包括支援センターのさらなる
周知のほか、24時間365日在宅介
護を支援するサービスの充実、在
宅医療の充実が求められる。

引き続き、地域包括支援センターを中
心に支援体制の維持に努めると共に、
在宅介護を支える体制づくりという視
点から計画を策定していく。

子ども未来課
保育所(園）と保護者の日々の関係
を大切にし、保護者の子育てを受け
入れ共感するよう努めている。

保護者同士の関係性の強化。
障害児を持つ保護者の会を継続させ、
情報交換やアドバイスがもらえる場と
なるよう支援する。

健康推進課

健康相談事業を掲載した『健康づく
り情報』を広報折込し、市民に周
知。随時、電話や来所相談等、健康
相談を保健師・管理栄養士が実施し
た。

随時、健康相談を受付しているこ
とを周知することが必要。

今後も継続して周知していく。

1)② 介助者への支援
• 家族等が介助疲れや体調不良等の状態に
ならないよう、心身両面でのケアについて
検討し、介助者の支援を行います。
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障害福祉課
ライフサイクルに応じた途切れのな
い支援を継続するため、関係各課と
の研修や会議など連携に努めた。

引き続き、関係各課との連携充実
を進める。

今後もライフサイクルに応じた支援を
継続させるため、連携しやすい体制を
図っていく。

介護高齢課
障害のある人が65歳になった際の
サービス利用がスムーズに行えるよ
う手続きを行った。

ケアの質の低下が生じないよう、
介護保険サービス及び障害福祉
サービスが適切に提供されるため
の両制度の適切な利用を橋渡しす
る仕組みが必要である。

個々の対応について、引き続き関係部
署、関係機関と連携をとり、障害者の
不利益にならないようにサービス移行
をスムーズに行うように努めていく。

障害福祉課
障害児に対して、児童発達支援・放
課後等デイサービス等のサービスを
給付している。

児童発達支援と保育所・幼稚園の
並行利用のニーズがある。

関係機関と連携して障害に応じた支援
を提供できるように巡回相談などを実
施し、必要に応じ、並行通園や療育的
支援方法についての支援を実施する。

子ども未来課
障害児の受け入れがしやすいよう
に、入所(園）調整時に加点をして
いる。

加配保育士は、基本子ども３人に
保育士１人対応としているが、障
害の重度化で１対１対応が必要な
子どもの入所(園）が増えてきて
おり、保育士の確保が課題であ
る。

子ども総合相談センター、療育セン
ターとの連携のもと、子どもの発達に
応じた療育、保育の場の提供に務め
る。

人権教育課

・幼稚園、小中学校において、支援
を必要とする子どもの特性や困りを
的確につかみ、特別支援教育コー
ディネーターを中心に教職員が連携
して一人ひとりに応じた支援を進め
ました。

・子ども・子育て支援法に基づい
た教育・保育等の子育て支援施策
と連携を図ります。

・どの子も自分の力を十分発揮し生き
生きと生活することを目指し、さまざ
まな特性や課題に応じた支援を充実さ
せます。そのために、教職員の特別支
援教育に係る力量を高めていきます。
・特別支援学級だけでなく通常の学級
においても、支援を必要とする子ども
に対して適切な支援を充実させていき
ます。

地域医療課

関係機関と連携し、リハビリテー
ションに関する相談対応をし、医療
と福祉の連携を図った。支援者への
研修を実施した。

医療と福祉の連携体制作りは継続
が必要。研修対象者が一部となっ
ている。

連携体制作りの継続。研修対象者の範
囲を広げ、市全体で障害児の受入れが
出来るように支援する。

健康推進課
相談事業等を通じ、支援を必要とし
ている子どもについて関係機関と連
携を図った。

引き続き、相談事業の充実と関係
機関と連携が必要

今後も相談事業等の充実と、関係機関
との連携を図る。

障害児支援の充
実

• 支援を必要としている子どもの受入れは
不十分なため、受入れ体制についての充実
を図ります。
• 子ども・子育て支援法に基づく教育・保
育等子育て支援施策と連携を図りながら、
障害児支援の充実を図ります。

1)② 各課の連携
• 法制度に則して途切れのないサービスを
提供できるよう、関係各課と連携を図りま
す。

1)③
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障害福祉課
関係機関と情報共有しながら、相談
支援を実施した。

今後も関係機関と連携して途切れ
のない支援体制を充実させる必要
がある。

関係機関と連携し、必要に応じて相談
支援事業所、サービスに繋げていく。

子ども未来課
子ども総合相談センターを軸に、関
係機関と連携を図った

私立保育園における障害児の受け
入れが難しい。

適切な障害児保育を行うために、市の
フォロー体制を充実させる。

子ども総合相談
センター

年度当初に学校訪問を行うなど、情
報の共有を図っている。

発達障害の相談窓口を分かり易く
する必要がある。

引き続き就園、就学に向けた環境調整
など連携を強化していく。

健康推進課
乳児及び幼児健康診査を実施し、支
援の必要な子どもに対して関係機関
と連携を図った。

早期に適切な関係機関へ繋ぐ必要
がある。

今後も引き続き、関係機関と協議をし
ながら早期に支援体制に繋ぐ。

人権教育課

・幼稚園、小中学校に在籍する発達
に課題のある子どもについて、保護
者や教職員からの相談を受け、連携
しながら適切な支援を進めました。
・「桑名市特別支援教育推進協議
会」を行い、福祉関係機関や保、
幼、小中学校等と情報を共有しなが
ら連携して取組を進めることができ
ました。

・途切れのない支援を目指し、さ
らに各関係機関との連携を深めて
いく。

・関係機関との連携により、より早い
段階から子どもの課題をつかみ途切れ
のない支援につなげていきます。
・「桑名市特別支援教育連携協議会」
を開き、各関係機関と情報を共有しな
がら連携して取り組んでいきます。

障害福祉課
各保育所を訪問し、障害児への支援
方法について相談指導を実施した。

障害の程度によって受け入れが困
難な場合がある。

今後も巡回指導を実施し、適切な保育
環境の整備を実施する。

子ども未来課
ＣＬＭを取り入れ、子ども理解と保
育の手立ての考察に活用している。

経験の浅い保育士が多く、障害児
保育に対する戸惑い、不安が大き
い。

適宜、関係機関と連携を図り、適切な
保育環境作りに務める

健康推進課
相談事業等を通じ、支援を必要とし
ている子どもについて関係機関と連
携を図った。

引き続き、関係機関と連携が必要 今後も関係機関との連携を図る。

1)③
途切れのない支
援体制づくり

• 発達に心配のある子どもに関し、保健セ
ンターや子ども総合相談センター、保育
園、学校等各機関とのつながりを継続し、
途切れのない支援体制を構築します。

1)③
障害児保育の充
実

• 障害の状況に応じた適切な保育が受けら
れるように配慮し、様々な支援の充実を関
係諸機関と相互に連携しながら推進しま
す。
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障害福祉課
各幼稚園を訪問し、障害児への支援
方法について相談指導を実施した。

障害の程度によって受け入れが困
難な場合がある。

今後も巡回指導を実施し、適切な幼児
教育環境の整備を実施する。

子ども未来課
月１回、療育センターと合同の統合
保育実践検討会を実施し、障害児保
育の充実を図った。

子ども理解や支援の方法の判断が
難しいケースが増えてきている。

子ども総合相談センター、健康づくり
課専門職との連携を図り、適宜、相談
できる体制を構築する。

人権教育課

・各幼稚園の特別支援教育コーディ
ネーターを中心として、子どもたち
への指導・支援を検討していく「園
内委員会」を進めました。
・幼稚園特別支援教育コーディネー
ターの研修会を計画的に実施し、教
師の力量を高めました。

・就学を見すえた早期からの支援
の充実をめざしていきます。

・各幼稚園を訪問し、発育や発達に課
題のある子どもへの指導や支援につい
て相談を受け、助言を行います。
・希望される保護者との面談を行い、
幼稚園と保護者の連携をさらに深める
ます。
・「園内委員会」を各園で進め、子ど
もの様子を交流し、情報を共有して支
援につなげます。
・特別支援教育コーディネーターの研
修会に各幼稚園の特別支援教育コー
ディネーターも参加します。
・統一した桑名市の形式で「個別の教
育支援計画」「個別の指導計画」を作
成し、小学校へのなめらかな引き継ぎ
を行います。

子ども未来課
保護者との信頼関係のもと、家庭と
連携して子ども理解を図っている

多くのケースにおいて、保護者の
理解を得ることが難しい。

子どもの困り感を具体的に伝え、子に
あった保育ができるよう保護者理解に
努め、相談機関の情報提供を行う。

子ども総合相談
センター

発達フォロー教室として、どんぐり
教室を行った。

どんぐり教室の定員が一杯になっ
てきている。

関係機関と連携し、子どもの成長に応
じた支援が出来るよう取組んでいく。

健康推進課
乳幼児を対象にした育児相談や、す
くすく相談等を実施した。

必要時、関係機関との連携を図る。引き続き相談事業等を実施していく。

1)③
就学前教育の充
実

• 障害児の幼児教育指導体制を整備し、指
導内容の充実や指導方法の工夫改善等を行
い、幼児教育の充実に努めます。

1)③

気になる子ども
に対する相談・
教室

• 子ども総合相談センターにおいて“気に
なる子”の相談・教室を実施しており、市
民への周知を図っていきます。
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障害福祉課
関係機関と連携しながら、障害福祉
サービスの相談・支給などを行っ
た。

関係機関と連携して、今後も支援
体制の充実を図る。

今後も継続して関係機関と協議をしな
がら、行っていく。

子ども未来課

発達障害児については、保育士だけ
でなく専門職の意見も聞き、子ども
の特性に応じた適切な保育に心がけ
ている。

保護者就労と子どもの療育が両立
できる環境の整備。

関係機関が情報を共有し、連携出来る
体制、手法を検討する。

子ども総合相談
センター

関係する部署で発達支援ネットワー
ク会議を行った。

発達支援において、より分かり易
い体制の構築が必要である。

引き続き関係部署・機関と連携し、発
達障害児の途切れのない支援を行って
いく。

健康推進課
相談事業等を通じ、支援を必要とし
ている子どもについて関係機関と連
携を図った。

引き続き、相談事業の充実と関係
機関と連携が必要

今後も相談事業等の充実と、関係機関
との連携を図る。

保険年金課

「福祉医療費助成制度の案内」（窓
口設置のしおり）、相談業務、市
ホｰムペｰジへの掲載等により周知を
図る。

引き続き、制度普及のため周知を行
い、経済的負担の軽減及び保健福祉の
向上を図るため必要な助成を行う。

人権教育課

・教育関係者や各福祉関係機関等で
構成される就学支援委員会を年間３
回開催し、一人ひとりの子どもにつ
いて適切な学びの場を協議しまし
た。
・子どもの可能性を伸ばす望ましい
就学先について、それぞれの専門的
な見地から意見を出し合い協議を深
めることができました。
・随時、保護者から就学相談を受
け、子どもの課題を共有しながら、
適切な就学や就学後の支援について
話し合いました。

・年々、就学支援を受ける子ども
が増加しています。
・障害の種別や状態に関わらず、
地域の幼稚園、小中学校への就
園･就学を希望される保護者が増
加しています。

・子ども一人ひとりの適切な学びの場
について、保護者や各関係機関と情報
共有を行い、共に検討協議しながら進
めます。
・就学相談の充実を図ります。
・保健センターや保育所等、就学前の
関係機関と連携して発育や発達の課題
を持つ子どもをつかみ、早期からの適
切な支援を進めていきます

2)①
乳幼児健診の充
実

• ４か月児、10か月児、１歳６か月児、３
歳児健康診査を実施し、病気や障害の早期
発見に努めます。

健康推進課
乳児（4・10か月児）及び1歳6か月
及び3歳児健康診査を実施した。

未受診者への効果的な受診勧奨
と、健診事後のフォロー体制の充
実

引き続き乳幼児健診の充実を図る。

1)③
発達障害児に対
する支援

• 発達障害児の早期発見や就学前の発達支
援等、医療、保健、福祉、教育、関係機関
等と連携し、地域における生活支援を図り
ます。
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健康推進課

赤ちゃん訪問、親子手帳発行教室な
どでの育児相談や、乳幼児健診後の
経過観察が必要となった児への相談
を実施した。

各事業において充実とともに、関
係機関とも連携を図る

引き続き各母子保健事業を実施し、相
談事業等を充実を図る。

障害福祉課
早期に支援が必要な児について、関
係機関と情報共有し、必要に応じて
相談支援事業所や支援に繋げた。

障害受容ができていない保護者へ
のアプローチや、保護者自身に問
題を抱える方への支援のあり方を
考える必要がある。

関係機関と連携し、必要に応じて相談
支援事業所、サービスに繋げていく。

2)①
リハビリテー
ションの充実

• 障害の軽減を図り、障害者のニーズを把
握しながら自立を促進するため、地域の医
療機関と連携しながら、リハビリテーショ
ン体制の充実を推進します

障害福祉課

地域の医療機関との情報共有、連携
を勧め、地域においても、リハビリ
を受けられる体制を整えている。
（地域医療課）

利用者に、リハビリテーション体
制の充実についての必要性を分か
りやすく伝える必要がある。

引き続き、地域の医療機関との連携を
進めていく。（地域医療課）

2)①

リハビリテー
ション研修の実
施

• 福祉事業者に対してリハビリテーション
研修を実施し、身体機能維持の向上が図ら
れるよう支援を行います。

地域医療課
福祉事業者研修については療育セン
ターのみ実施。その他の福祉事業所
については、相談対応を行った。

研修対象者が一部となっている。
福祉事業所と相談体制作りの継続
が必要。

福祉事業所（主に相談支援事業所）と
の相談体制作りを継続。研修について
は検討。

健康推進課

結核検診にて、車椅子利用の方など
も受診できるようポータブル機器を
使用して実施できる日を設定し、個
別案内にも掲載した。

今後も検診を受けやすい体制を整
備することが必要。

引き続きポータブル機器を使用し、車
椅子利用の方を含め、検診を受診しや
すい体制を整備する。

保険年金課

　国民健康保険保健事業実施計画
（データヘルス計画）に基づき、糖
尿病重症化予防等の施策を実施し
た。

新規事業の課題等があるため、評
価を行い今後の計画等へ反映させ
る。

　第２期国民健康保険保健事業実施計
画（データヘルス計画）の策定。

障害福祉課
窓口等で相談があれば、情報提供を
行った。

障害者対象に、周知を進める必要
がある。

障害者対象に、窓口や広報等で情報提
供を行う。

2)①
相談事業等の充
実

• 健康診査等で経過観察が必要と思われる
子ども及びその保護者を対象とした、育児
相談、幼児発達相談等を実施し、助言・指
導を行います。必要に応じて関係機関との
連携を図りながら適切な早期療育指導につ
なげます。
• 保健師や助産師等が赤ちゃん訪問を実施
し、育児相談を行います。
• 親子（母子）健康手帳発行時には、妊婦
の健康相談も行います。
• 妊婦を対象にしたマタニティセミナーを
実施し、妊婦と胎児の健康を守るための正
しい知識を身につけさせるとともに、母性
を育て、育児について学ぶ機会を増やしま
す。

2)①
健康づくりの推
進

• 障害者が、気軽に健康づくりが出来る体
制を目指します。
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障害福祉課

平成27年4月に発足した「e-ケア
ネットそういん」において、医療、
障害の連携を行う事で、障害特性等
について理解を深めた。

障害者が利用しやすい医療機関が
市内に限られている。

「e-ケアネットそういん」等におい
て、医療と障害の連携を深めていく。

地域医療課

「くわな在宅医療・介護マップ」や
「そういん地域小児在宅ケア支援ガ
イドブック」の更新を行い、より広
範囲で利用可能な情報を取りまとめ
た

障害者が利用しやすい医療提供体
制が十分に構築されていない。

障害者が利用しやすい医療提供体制の
構築に努める。

障害福祉課
窓口や電話等で相談があれば、情報
提供を行った。

障害者対象に、周知を進める必要
がある。

引き続き、障害者対象に周知を進める
必要がある。

地域医療課

「くわな在宅医療・介護マップ」の
更新を行い、医療機関における車い
す利用の可否を掲載した。また、か
かりつけ医を持つことに対しては、
広報、ホームページ等で啓発を行っ
た。

かかりつけ医を持つことに対する
市民の意識が低い。

広報、ホームページ等を活用し、更な
る啓発に努める。

地域医療課

平成28年度の応急診療所の桑名市内
の受診者は、1,899人であった。健
康・医療相談ダイヤルでは、市民を
対象に24時間利用可能な相談体制を
確保した。また、救急医療情報につ
いては、毎月の広報や3月号での特
集記事、ホームページでの啓発に努
めた。

救急医療情報の提供については、
更なる周知が必要と考えられる。

広報、ホームページ等を活用し、今後
も継続した啓発に努める。

障害福祉課
窓口等で相談があれば、情報提供を
行った。

障害者対象に、周知を進める必要
がある。

周知の機会を増やしていく。

介護高齢課
独り暮らし高齢者に対し、救急医療
情報キットを配布した。

実際には、申込みがあった際の受
付処理に留まっている。

引き続き救急医療情報キットの周知に
努める。

消防本部

救急医療情報センターや医療相談ダ
イヤルについて、街頭啓発や予防救
急講話において啓発活動を実施し、
一定の効果を得た。

救急事案における救急医療キット
の使用頻度が少ない。

各自治会やコミュニティのイベント等
に参画し、予防救急や救急医療キット
の普及に努める。

2)②

障害特性等の情
報提供と医療提
供体制の構築

• 医療機関、医療従事者に対して、障害に
ついての情報提供を行い、障害特性等に対
する理解を求めます。また、障害者が利用
しやすい医療提供体制の構築に努めます。

2)②
医療機関情報の
提供

• 医師会や歯科医師会等と連携し、医療機
関の障害に係る診療についての情報提供を
行います。
• かかりつけ医を持つことに対する啓発に
努めます。

2)②
救急医療体制の
整備

• 救急医療の情報提供について、継続した
周知を図ります。
• 土曜日夜間、日曜、祝日の急病に対応す
るため、桑名市応急診療所を設置していま
す。また、くわな健康・医療相談ダイヤル
や救急医療情報センターを設置し、24時間
利用可能な相談業務や医療機関案内を実施
しています。こうした情報提供を継続し、
その周知を図ります。
• 緊急時でも適切な医療が受けられるよう
に、救急医療キット・救急安心カードの普
及に努めます。
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障害福祉課
精神保健ボランティア講座を開催
し、地域における精神障害の理解普
及に努めた。

精神障害の理解の普及啓発をし、
地域住民の身近な理解者を増や
す。

精神保健ボランティア講座を実施し、
さらなる普及啓発を図る。

健康推進課

精神障害に限らず、市民の心の健康
づくりのため、メンタルパートナー
養成講座やこころの健康づくり講演
会等を実施し、知識の普及啓発に努
めた。

今後も引き続き、知識の普及啓発
をし、身近に相談できる人を増や
すことが大切。

メンタルパートナー養成講座、こころ
の健康づくり講演会等を計画し、実施
する。

2)③

地域移行支援・
地域定着支援の
充実

• 精神障害者の病院や施設等からの地域移
行、また地域生活を可能とするためには、
障害福祉サービスにおける地域移行支援と
地域定着支援の事業所の体制づくりが必要
となりますが、参入について民間事業者に
働きかけます。

障害福祉課
地域移行支援・地域定着支援の事業
所と連携し、地域移行者の地域生活
の継続に努めた。

地域移行の対象者・ニーズの把
握。

精神科病院と連携し、地域移行の対象
者・ニーズについて把握し、必要な
サービスや体制づくりを検討。

2)③
精神保健ボラン
ティアの育成

• 精神障害者の生活支援を目的とした精神
保健ボランティア講座を社会福祉協議会で
実施していますが、修了後のボランティア
の活動する受け皿が検討されていません。
そのため、講座修了者に対し、主に通院や
通学等の日常生活支援の協力依頼を行いま
す。

障害福祉課

精神保健ボランティア講座受講者に
対し、フォローアップ講座を実施し
社協のボランティアセンターへの登
録や市内の事業所の紹介をし、受講
者の活躍の場の充実に努めた。

受講者が活躍できる場の情報提供
と検討。

引き続き、受講者のボランティア活動
する受け皿の検討と精神保健ボラン
ティア講座の継続開催。

2)③
地域移行のため
の環境づくり

• 精神障害について、知識の普及啓発を図
り、相談体制や医療体制等の充実に努めま
す。
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健康推進課

医療機関と連携し、こころの健康づ
くり講座を実施し、市民および教職
員向けに、メンタルパートナー養成
講座等も実施した。

関係機関と連携し、さらなる相談
体制の強化が重要。

引き続き、市民および教職員向けにメ
ンタルパートナー養成講座を実施す
る。

障害福祉課

精神保健ボランティア講座に加え、
フォローアップ講座を市民にも広く
周知し、こころの病気（引きこもり
含む）に対する知識や理解を広め

制度の狭間となっている分野（発
達障害や引きこもりなど）の知識
の普及啓発

引き続き、ボランティア講座等を通し
て地域への普及啓発を図る。

介護高齢課

他課や地域包括支援センターと連携
をとり、介護者の介護負担やこころ
の相談も含めて高齢者に対するサ
ポート体制をとっている。

相談窓口である地域包括支援セン
ターのさらなる周知を図る必要が
ある。

引き続き相談体制の充実を図る。

人事課

職員を対象としたストレスチェック
を実施した。また、市共済による職
員対象のメンタルヘルス相談、メン
タルヘルス研修を実施した。

メンタルヘルス相談開設日時の周
知徹底及び、研修の充実に努め
る。

昨年度に引続き、ストレスチェックを
実施する。また、市共済による職員対
象のメンタルヘルス相談、メンタルヘ
ルス研修を実施する。

障害福祉課
公募による建設補助の事業所を募
り、２８年度に１ヶ所建設。他の事
業所も１ヶ所開設した。

開設しているグループホームに空
きがある状況。施設側のハード面
が課題。

引き続き、事業者の参入への働きかけ
と現グループホームの受け入れ状況の
把握に努める。

介護高齢課
平成30年度当初開設予定事業者とし
て、二度にわたり事業者の公募を
行ったが、応募には至らなかった。

公募を行っても参入する事業者が
いない状況である。

今後さらに増加が見込まれる認知症高
齢者に対応するため、次期介護保険事
業計画において整備数を検討してい
く。再公募を行うにあたっては、事業
の採算性や公募要件などについて検討
していく必要がある。

都市管理課

年３回の入居者募集時に、比較的障
害者の方が住みやすい条件（場所・
階）の市営住宅に優先枠を設けた。
（年間計5件の優先枠設置）

構造的にバリアフリー化が困難な
市営住宅が多いこと。

年３回の入居者募集時に一定の枠を障
害者優先とし、積極的に障害者を受け
入れていく。

障害福祉課
入居の障害者より、相談があれば随
時、関係機関と連携して支援に努め
ている。。

障害者の入居希望が不明瞭。 関係機関と連携して努める。

3)①
グループホーム
の整備促進

• グループホームの整備について、引き続
き、事業者の参入への働きかけや整備に対
する支援に努めます。

3)①

市営住宅の改善
等生活の場の提
供

• 市営住宅の改修時には、段差の解消や手
すりの設置等必要に応じてバリアフリー化
を行います。また、障害者の優先入居につ
いては募集枠の確保に努めます。

2)③
こころの健康づ
くり

• こころの健康を保つため、ストレスや睡
眠、こころの病気等に関する知識の普及啓
発を図るとともに、相談等のサポート体制
の充実を、地域の保健・福祉・医療機関、
学校、企業等と連携しながら推進します。
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障害福祉課 関係機関と連携して行った。
関連機関が多岐に及ぶため、連携
が難しい。

関係機関と連携して努める。

総務課

本庁舎では、１階南側及び北側玄関
にエレベーター、１階及び地下１階
に多目的トイレ、各階段に手すりを
設置する等、ユニバーサルデザイン
のまちづくりに取り組んでます。
また、庁舎駐輪場の放置自転車を定
期的に撤去し、適切な管理に努めて
ます。

老朽化による設備の劣化が進行し
ています。

設置した設備に支障がないかを定期的
に点検し、適正な施設維持管理に努め
ます。

防災・危機管理
課

所管の施設はバリアフリー済み。 特になし 特になし

都市整備課

北勢線西桑名駅への視覚障害者用誘
導チャイムが設置された。桑名駅バ
ス乗り場段差の安全利用について、
各交通機関事業者へ速やかな取り組
みと適切な対応を要望している。

交通機関事業者の主体的な取り組
みによるバリアフリー化

引き続き、各交通機関事業者へバリア
フリー化を働きかける。

桑名駅周辺整備
事務所

特になし
今後は自由通路整備に伴いバリア
フリー整備は必要と考える。

自由通路等の整備に合せバリアフリー
化に向けた整備を実施していく。

土木課 市道等危険箇所から修繕工事を行った。対象修繕箇所が多い。 市道等危険箇所から修繕工事を行う。

建築開発課

三重県ユニバーサルデザインのまち
づくり推進条例に基づく事前協議
で、不適合の物件に対して文書で指
導を行った。

小規模の建物ほど、不適合部分を
適合させることが困難なものが多
い。

三重県ユニバーサルデザインのまちづ
くり推進条例に基づく事前協議で、不
適合の物件に対して文書で指導を行
う。

桑名駅周辺整備
事務所

設計協議等により各施設へのバリア
フリー整備を検討した。

自由通路等を整備していくなかで
は、各施設内においてのバリアフ
リーの促進に関し、鉄道事業者に
働きかけていきたい。

自由通路等の整備に合せバリアフリー
化に向けた整備を実施していく。

都市整備課

北勢線西桑名駅への視覚障害者用誘
導チャイムが設置された。桑名駅バ
ス乗り場段差の安全利用について、
各交通機関事業者へ速やかな取り組
みと適切な対応を要望している。

交通機関事業者の主体的な取り組
みによるバリアフリー化

引き続き、各交通機関事業者へバリア
フリー化を働きかける。

障害福祉課
関係機関と連携し、要望に対応でき
るようにした。

関係先が多岐にわたり、連携が難
しい事がある。

今後も関係機関と連携して行っていく。

3)②

公共施設等の
バリアフリー化
の推進

• 誰もが利用しやすいユニバーサルデザイ
ンの（年齢や障害の有無等にかかわらず、
最初からできるだけ多くの人が利用可能
な）まちづくりに努めます。
• 放置自転車等により、道路・歩道等の通
行人（高齢者、障害者等を含む。）の通行
障害とならないよう、桑名駅東周辺に放置
自転車禁止区域を指定し、撤去を行いま
す。
• 各公共施設等への三重おもいやり駐車場
の区画整備に努めます。

3)②
交通バリアフ
リー化の促進

• 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促
進に関する法律に基づき、桑名駅周辺をは
じめ、市内の交通施設等のバリアフリー化
について交通機関事業者へ働きかけます。
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3)②
ごみ戸別収集の
推進

• 市内に居住し、日常生活において、ごみ
収集ステーションまでごみの排出ができな
い世帯に対し、個別に収集を行い、在宅支
援と住民福祉の向上を図ります。

廃棄物対策課

桑名市全体の戸別収集件数・５６件
　　　　　内訳　桑名地区・４３件
　　　　　　　　多度地区・・３件
　　　　　　　　長島地区・１０件

今後も増え続けると予想される事
業に対して収集職員の確保が当面
の課題となる。

28年度と同様に事業を行なう。

都市整備課

コミュニティバスは、７ルート中６
ルートは小型ノンステップバス、１
ルートはバリアフリー対応型乗合タ
クシー車両を導入し、車いすの方も
スロープやリフトを使ってスムーズ
に乗車できるように努めている。
車を運転できない方や高齢者の方の
交通環境を整えるために、可能な範
囲で見直しを行い、コミュニティバ
スの効率的な運行に努めている。

なし

今後も車両の更新の際には同じく小型
ノンステップバスや福祉対応車両を導
入し、市民の誰もが気軽に利用できる
移動手段の維持確保に努める。

障害福祉課
関係機関と連携して継続して運行す
るよう努めた。

特になし。 関係機関と連携して行っていく。

3)③
福祉有償運送事
業の促進

• 移動に介助が必要な障害者等を対象に、
自家用自動車を使用して、有償で輸送する
事業を促進します。

障害福祉課
関係機関と協議をしながら進めてい
く必要あり。

事業者の拡大が必要。 関係機関と連携して行っていく。

4)①

障害福祉サービ
スガイドブック
の配布

• 障害福祉サービスや各種助成、年金、税
金、教育等の障害者の生活全般の情報をま
とめたガイドブックを作成し、配布しま
す。

障害福祉課

平成28年度版ガイドブックを作成
し、配布。
サービスの説明について要望があれ
ば、ガイドブックを活用し、説明を
行った。

障害福祉サービスが複雑で分かり
にくいという声がある。

平成29年度版ガイドブックを作成する
と共に、桑名市暮らしの便利帳にも情
報を載せるよう平成29年度中に更新を
行う。

障害福祉課

・各課からのお知らせについて、希
望者に点字で提供。
・点字、声の広報等を、点字や音訳
媒体で情報提供。

周知、啓発

・各課からのお知らせについて、希望
者に点字で提供していく。
・点字、声の広報等を、点字や音訳媒
体で情報提供していく。

介護高齢課

介護保険に係る手続き書類につい
て、必要な方には点字で提供すると
共に、担当するケアマネジャーとも
連携して対応している。

引き続き柔軟に対応を行う。

障害福祉課
手話通訳派遣回数　270回
要約筆記派遣回数　 25回

広く活用していただくための周知
が必要な事と、派遣の範囲につい
て検討が必要

必要に応じ、要約筆記、手話通訳者の
派遣を行う。

介護高齢課
課の主催イベントにおいては、手話
通訳および要約筆記を活用してい
る。

引き続き活用促進に努める。

4)②
手話奉仕員等養
成事業の実施

• 手話通訳奉仕員の養成及び奉仕員のスキ
ルアップ研修事業を実施します。

障害福祉課 受講者  20名
養成講座をきっかけにして、より
支援者を増やしていく事が必要。

より多くの支援者を増やすために継続
して研修を行っていく。

3)③
コミュニティバ
スの維持・確保

• コミュニティバス（Ｋ‐バス）は、小型
ノンステップバスや福祉対応車両を導入し
ており、車いす利用の方もスロープやリフ
トを使って乗車することができます。今後
も、可能な範囲で見直しを行い、障害者を
はじめ、市民の誰もが気軽に利用できる移
動手段として維持確保に努めます。
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4)①

点字、声の広報
等発行事業の充
実

• 点字や声の広報等を、点字や音訳媒体に
て情報提供します。（再掲）
• 点訳、音訳等わかりやすい方法で、視覚
障害者が地域生活をする上で必要度の高い
情報等を提供します。
• 各課からのお知らせ等を、必要な方に点
字で提供します。

4)②

手話通訳者派
遣、要約筆記事
業の充実

• 聴覚障害者等のコミュニケーションの円
滑化を推進するため、要請に基づき、手話
通訳者・要約筆記奉仕員を派遣します。
• 各課主催又は共催イベント等において、
手話通訳・要約筆記の活用を促進します。
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4)②

視覚障害者歩行
訓練・点字教室
の実施

• 視覚障害者を対象に、歩行訓練及び点字
指導を行います。

障害福祉課 実施者　13名
利用者のニーズに合った支援を行
う。

利用者の社会参加のために、継続して
実施していく。

4)②
障害者パソコン
講習の実施

• 障害者のコミュニケーションを円滑にす
るとともに、社会参加を目的にパソコン講
習を行います。

障害福祉課 受講者　10名
利用者のニーズに合った支援を行
う。

利用者の社会参加のために、継続して
実施していく。

防災・危機管理
課

台帳を作成し、自治会に周知を行っ
た。

利用方法、活用場面について今度
検討していく必要がある。

継続して周知を行っていく。

障害福祉課 関係機関と連携して啓発を行った。
障害のある方に情報が届くように
行っていく必要がある。

関係機関と協議しながら啓発を継続す
る。

介護高齢課

要援護者台帳への新規や変更登録が
あった者のデータ抽出に対応できる
ようシステムの改修を行った。随時
台帳の更新を行い、他課と連携して
地域包括支援センター、民生委員、
自治会等に対して情報提供してい
る。

防災関係部署と福祉関係部署の連
携が不十分である。また、要援護
者情報の共有・活用が進んでいな
いため、災害時の活用が困難であ
る。

引き続き随時台帳を更新しながら管理
を行うと共に、他課と連携しなが情報
の共有・活用が可能な体制の構築に向
けて検討を行っていく。

防災・危機管理
課

新たに、桑名みどり福祉会と協定を
結び、受け入れ施設の確保に努め
た。

特別避難所の役割に配慮しなが
ら、整備を行っていく。

継続して確保に努める。

障害福祉課
関係機関と協議し、受入れ施設の確
保に努める

周囲と障害のある方相互の理解が
必要。

継続して確保に努める。

5)①
災害情報等の提
供

• 災害情報を市民に伝達する手段として、
携帯電話による防災ホットメール（Ｅメー
ル）及び緊急速報エリアメール（携帯電話
会社が提供するサービス）を活用します。

防災・危機管理
課

防災ホットメールや緊急速報エリア
メールの活用をHP等で周知し、登録
者の確保に努めた。

伝達手段として、視覚とともに聴
覚でも判断できる手段も周知して
いく。

市民に伝達する手段として、同報系無
線の活用も周知していく。

消防本部
平成28年度中、メール１１９、Ｆａ
ｘ１１９通報は０件でした。

利用登録者のアドレスや居住地が
変更された時、その情報を入手す
る術がない。

主管課と協議し登録内容の変更時には
速やかに情報が入手できるようにし、
且、適宜テストメールにてアドレス、
住所変更がないか確認する。また、緊
急通報システムの普及率を上げる為の
普及啓発に努める。

障害福祉課
関係機関と協力し、緊急通報の周知
を進めていく。

有効に活用されているかわかりに
くい。

継続して周知を行っていく。

介護高齢課

心身に障害がある独り暮らし高齢者
を対象とした緊急通報装置の貸与に
ついて、地域包括支援センター、ケ
アマネジャーとの連携により制度の
周知や利用につなげた。

施設入所等により不要となった人
への返却手続きが速やかに行われ
ていないケースがある。

引き続き周知を行うと共に、不要に
なった人の返却が速やかに行われるよ
う検討を行い、適切な運営に努める。

防災・危機管理
課

警察や自主防犯活動団体などの関係
機関と連携し、防犯パトロールや啓
発活動を実施している。

より障害者の視点に合わせた、防
犯対策を推進していく。

今後も、防犯パトロール、啓発活動を
継続的に行っていく。

障害福祉課 関係機関と協議しながら進めていく。
関係先が多岐にわたるため、ス
ムーズな連携が課題

関係機関と協議しながら対策を継続す
る。

• 緊急時における聴覚及び言語機能に障害
のある方の電話に代わる手段として、警察
署では、「メール110番・ファックス110
番」、消防署には「Ｅメール・ファックス
119番通報システム」があります。これら
の緊急通報の周知を図ります。

5)② 防犯体制の確立
• 障害者等が犯罪の被害者とならないよう
に、警察署等と連携し、防犯対策を推進し
ます。

5)①
要援護者台帳の
活用

• 要援護者台帳システムについて、あらゆ
る機会に啓発を行います。

5)①

災害時要援護者
のための避難所
の確保

• 現在、障害者等の支援の必要な人のため
に特別避難所を指定していますが、さらに
二次避難所として市内の社会福祉法人、医
療法人等との災害協定を進め、障害者の受
入れ施設の確保を進めます。

5)① 緊急通報の周知
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障害福祉課
障害者差別解消法の職員対応要領を
作成し、啓発に努めた。

どの職員が誰に対応しても同じよ
うに対応できるレベルの均一化

関係機関と連携し、広報、啓発活動に
努める。

介護高齢課
課内人権研修等において法の理解に
努めた。

合理的配慮の提供には、対応する
相手や状況に応じた多種多様な方
法があり、どの職員が対応しても
同じように対応できることが必要
である。

定期的に研修を行う。

障害福祉課

人権啓発運動において、障害者虐待
防止に関するパンフレットを配付し
啓発を図ると共に、計画相談会議に
おいて、相談支援専門員に事業所、
家庭で利用者に気になる点があれば
情報共有する体制を構築している。

障害者の増加、養護者の高齢化な
どで困難事例が増加していく事が
予想されるが、相談支援事業所、
相談支援センター等関係機関の連
携を図る等相談支援体制の充実が
不可欠。

引き続き、障害者総合相談支援セン
ター、相談支援事業所、障害福祉課、
関係機関との連携を深めていき、虐待
防止の普及啓発に努める。

介護高齢課

地域包括支援センター、社会福祉協
議会の専門職、法務の専門職と連携
し、「地域支援調整会議」を開催す
るなどして、高齢者世帯の困難事例
の解決に努めた。

高齢者の増加と共に、今後さらに
困難事例が増加していくことが予
測されるため、相談支援体制のさ
らなる充実が必要である。

地域包括支援センター、社会福祉協議
会、関係機関との連携をさらに強化し
ていく。

子ども未来課
保育施設において、虐待に対する知
識、対応について意識の向上に努め
た

障害児虐待に対する認識がまだ浅
い保育士もおり、より専門的な研
修の充実などを図る必要がある。

保護者との信頼関係のもと、常に声を
掛け合い相談できる関係づくりに取り
組む

子ども総合相談
センター

児童虐待の防止フォーラムを開催す
るなど、虐待防止に向けた啓発を
行った。

児童虐待の相談件数はやや減少し
ているが、引き続き広く啓発に努
める必要がある。

民間と連携して、児童虐待防止に向け
た啓発・イベントを開催していく。

人権センター

・市内３ヶ所で各月各１回、地域に
密着した人権相談員（人権擁護委
員）による特設人権相談を実施し
た。

・広報や機関紙などを通して案内
はしているが、虐待等の相談の際
の選択肢として、真っ先に挙がら
ない場合もある。

・市内３ヶ所で各月１回、地域に密
着した人権相談員（人権擁護委員）に
よる特設人権相談を実施する。

障害福祉課

桑名市福祉後見サポートセンターや
障害者総合支援センターと連携し、
成年後見制度の周知と利用促進を
図った。また、市民後見人育成の仕
組みづくりの推進に努めた。

成年後見制度利用対象者および家
族への制度の周知と申立支援。

桑名市福祉後見サポートセンターや障
害者総合支援センターと連携し、成年
後見制度の周知と利用促進を図る。ま
た、市民後見の受任体制を整える。

介護高齢課

ふくしの出前講座（社協）やふれあ
いトークにおいて、成年後見制度や
「桑名市福祉後見サポートセン
ター」の周知を行った。また、認知
症高齢者の増加による成年後見制度
利用の増加に対応するため、市民後
見人育成の仕組みづくりの推進に努
めた。

司法書士や弁護士が不足している
ため、法人後見及び市民後見の提
供体制のさらなる整備が必要であ
る。また、市民後見人への支援な
ど、職員の専門性向上が求められ
る。

社会福祉協議会との連携のもと、市民
後見人養成講座の修了者を面接審査を
経て名簿登録し、後見受任体制を整え
る。

6)②
成年後見制度の
周知と利用支援

• 社会福祉協議会や障がい者総合支援セン
ターそういん等の関係機関と連携し、判断
することが困難な障害者等の権利を擁護す
るため、財産管理等の法律行為に関する援
助や生活面の支援等を行う成年後見制度の
周知と利用支援を行います。

6)①

障害者差別解消
法の周知等（再
掲）

• 平成28年４月施行の障害者差別解消法の
趣旨等の広報・啓発を行います。

6)②
障害者虐待への
対応

• 障害者虐待防止についての啓発を行いま
す。
• 虐待防止のために、相談支援を充実さ
せ、適切なサービスの提供に努めます。
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障害福祉課

社会福祉協議会が運営する「桑員地
域日常生活自立支援センター」にお
いて、生活支援員が障害者等に対し
て福祉サービスの利用を援助する
「日常生活自立支援事業」を実施し
た。

「桑員地域日常生活自立支援セン
ター」についてのさらなる周知を
行う必要がある。

社会福祉協議会と連携し、「日常生活
自立支援事業」を運営していくと共
に、事業についての周知を図る。

介護高齢課

社会福祉協議会が運営する「桑員地
域日常生活自立支援センター」にお
いて、生活支援員が認知症高齢者等
に対して福祉サービスの利用を援助
する「日常生活自立支援事業」を実
施した。

「桑員地域日常生活自立支援セン
ター」についてのさらなる周知を
行う必要がある。

引き続き社会福祉協議会と連携し、
「日常生活自立支援事業」を運営して
いくと共に、事業についての周知を図
る。

障害福祉課
関係機関と会議などを実施し、障害
児に支援について協議を実施した。

医療的ケアの必要な障害児の対応
など困難事例が増加していく事が
予想されるため、福祉関係機関・
教育関係機関の連携を図る等相談
支援体制の充実が必要。

今後も継続して関係機関と協議をしな
がら、行っていく。

人権教育課

・特別支援教育推進校６校において
授業研究を行い、市内へ授業を公開
しました。
・特別支援教育研究校１１校におい
て、子どもの特性や困りをつかむ研
修を行いました。
・特別支援学級の子ども一人ひとり
に応じた「個別の教育支援計画」
「個別の指導計画」を作成しまし
た。
・各小中学校において校内委員会を
設置し、定期的に開催することで子
どもの支援について情報を共有でき
ました。　　　　　　　　・市内３
校に設置している通級指導教室にお
いて、一人ひとりの子どもに応じた
指導支援を行いました。
・特別支援学級担任や特別支援教育
コーディネーター等、職種別の研修
会を計画的に実施し、合理的配慮の
提供等について学ぶことができまし
た。

・特別支援学級に在籍する子ども
の特性や困りが多様化しており、
それぞれの子どもに応じた配慮や
支援が求められています。
・通常の学級においても、特性や
困りを抱える子どもが増加してい
ます。

・特別支援教育推進校と研究校（全１
５校）は、各研修会に参加し適切な支
援の在り方について学びを深めます。
・パーソナルカルテを推進し、福祉医
療等関係機関と連携しながら、早期か
らの途切れのない支援を進めます。
・合理的配慮の適切な提供を進めると
共に、障害者理解に関する教育を充実
します。
・特別支援教育コーディネーターを中
心に校内委員会を定期的に開催し、子
どもの実態を共有しながら、適切な配
慮や支援を充実させます。
・通常の学級において特性や困りを抱
えている子どもへの支援を充実させる
ため、ユニバーサルデザインを活かし
た授業づくりに取り組みます。

子ども未来課
桑名市障害児保育指導委員会におい
て加配保育士の必要性を判断し、適
切な環境づくりに努めた

3歳児未満には加配保育士がつか
ないため、支援や配慮を行うにあ
たり職員の負担が大きくなってい
る。

障害のある子どもと健常の子どもが互
いに育ち合うことを目的にした統合保
育の推進に努める

健康推進課
乳幼児健診や相談事業を通じて、必
要時には関係機関と連携を図った。

各事業において充実とともに、関
係機関とも連携を図る。

今後も各事業の充実と、必要時関係機
関と連携を図る。

6)②

日常生活自立支
援事業（権利擁
護）の実施

• 社会福祉協議会や障がい者総合支援セン
ターそういん等の関係機関と連携し、判断
力が十分でない障害者が地域で自立した暮
らしが送れるよう生活支援員が福祉サービ
スの利用手続の手助けや日常的なお金の管
理の手助けを行う日常生活自立支援事業の
周知と支援を行います。

1)①
特別支援教育の
推進

• 障害がある子ども一人ひとりの教育的
ニーズに応じた支援を行う特別支援教育を
推進します。
• 特別支援教育を推進する中で、支援学級
を設置し、一人ひとりの力を伸ばすカリ
キュラムを作成し、推進します。
• 乳幼児期からの途切れのない障害児支援
のために、福祉関係機関と教育機関の連携
をさらに強化します。
• 子どもや地域住民が障害や障害者に対す
る理解を深めることができるよう、教育の
充実を図ります。
• 特別支援教育コーディネーターを中心と
した校内委員会の活性化を図ります。
• 通級指導教室を設置し、通常学級に在籍
するＬＤ（学習障害）、ＡＤＨＤ（注意欠
陥多動性障害）、高機能自閉症等の障害が
ある児童・生徒に対する支援体制の充実を
図ります。
• 特別支援学校や各専門機関と連携した研
修会の実施等により教職員の研修を行いま
す。

３
　
社
会
参
加
を
応
援
す
る
ま
ち
づ
く
り

2
　
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち
づ
く
り

18



方
向
性

取
組 項目 施策・事業 関連部署 平成２８年度施策実施状況 課題 平成２９年度施策実施計画

商工観光文化課

桑名市文化協会の協力のもと、障害
の有無にかかわらず、すべての人が
趣味・文化活動をできるように、Ｈ
Ｐ等で文化協会の加入団体等の情報
を提供している。
また、文化課主催行事について、Ｈ
Ｐや広報等で情報を提供している。

障害者のニーズをさらに把握して
いく必要がある。

講演会などの文化活動を開催し、社会
参加の機会を設ける。

生 涯 学 習 ・ ス
ポーツ課

・目の不自由な方へ音訳による図書
館サービス（対面朗読サービス）を
登録ボランティアにより年間で85回
実施した。

・障害者サービスの具体化に向
け、利用対象者や既存サービスを
整理し、充実すべき内容を検討し
ていく必要がある。

図書館が所蔵している音訳資料一覧の
作成とＰＲ
・対面朗読サービスの実施（継続）

障害福祉課
桑名市在宅障害者デイサービス事業
を社協に委託し、サークル活動を
行っている。

ニーズの把握、ニーズに合った団
体の調査が必要。

桑名市在宅障害者デイサービス事業を
社協に委託し、サークル活動を行って
いる。

障害福祉課
桑名市在宅障害者デイサービス事業
を委託し、サークル活動を行ってい
るが、人材育成には至っていない。

人材確保、人材育成のノウハウを
持っていない。

人材確保、人材育成のノウハウについ
て、情報を集める。

生涯学習・ス
ポーツ課

・「ディスレクシア～読み書き障害
の特徴と理解、そして快適な図書館
づくりを目指して～」（2/18）対面
朗読登録ボランティアのスキルアッ
プ講座を実施した。参加者39名

・スキルアップ講座参加者による
アンケート結果をもとに、次年度
の講座内容を充実させていきた
い。

・年1回、対面朗読の登録ボランティ
ア対象にスキルアップ講座を実施す
る。

商工観光文化課
市民展を運営する運営委員会を通し
て、障害者の市民展への参加を呼び
掛けた。

全ての部門に出展があるわけでは
ないため、いろいろな部門に参加
できるようにする必要がある。

市民展を運営する運営委員会を通し
て、障害者の市民展への参加を呼び掛
けを行う。

障害福祉課
障害者作品展の委託や作品展の後援
を行った。
HPにて作品展の周知を行った。

より、多くの方に作品を見て貰う
ように、周知方法を考える必要が
ある。

今後も継続して行う。

生 涯 学 習 ・ ス
ポーツ課

未実施

・展示発表の場を提供可能な生涯
学習施設について、周知が十分で
ないため、有効に活用されるよう
関係所管と連絡調整を図っていく
必要がある。

・生涯学習施設において、障害者団体
の作品展示会場を提供し、作品展開催
について広報等で周知を図っていく。

商工観光文化課
毎年開催している市民展では、幅広
く障害のあるなしに関わらず、作品
の発表できる場所となっている。

全ての部門に出展があるわけでは
ないため、いろいろな部門に参加
できるようにする必要がある。

市民展を開催し、発表の場をつくる。

1)②
文化芸術活動の
振興

• 障害者のニーズに応じた趣味・文化活動
に関する情報の提供等に努め、障害者の社
会参加の機会の拡充を図ります。
• 障害者のニーズに応じてやりたいことを
支援する市民団体の情報収集に努めます。

1)② 指導者の養成

• 障害者の芸術・文化活動において、幅広
い視野に立った指導者や活動を支えるボラ
ンティア等、人材育成及び確保に努めま
す。

1)②
障害者の作品の
発表の場づくり

• 多くの市民が利用する庁舎や関係施設内
において、障害者の作品展等の発表の場を
積極的に提供します。
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障害福祉課
三重県主催のスポレクへ参加できる
ようバスを借り上げた。

参加している事業所が限られてい
る。

参加者拡大の方法を模索する。

生涯学習・ス
ポーツ課

障害者が参加可能な軽スポーツの教
室や大会を開催。
知的障害児童に対し、溺れない為の
技術習得を目的とした水泳教室を実
施。

障害者スポーツのノウハウが無
く、障害者のみを対象とした取り
組みや、推進活動が不足している

桑名市スポーツ推進委員会が実施主体
として。前年と同様規模で実施予定。
水泳教室については会場が休止の為、
実施予定なし。

2)①

障害者スポーツ
大会の開催（再
掲）

• 障害者が、スポーツの楽しさを実感する
障害者スポーツ大会を今後も継続して実施
します。

障害福祉課
障害者スポーツ大会を委託して行
い、多くの参加者があった。

参加者の固定化が見られる。
今後も継続して行うが、内容等の見直
しを図る

障害福祉課 未実施
指導的立場となる方を把握が難し
い。

スポーツ関連機関に聞取りを行う。
相談支援専門員で情報共有を行う。

生涯学習・ス
ポーツ課

未実施 実施予定の施策はありません。

障害福祉課
関係機関と連携し、企業への訪問活
動を行った。

就労支援サービスと一般雇用の狭
間にある方の課題把握が必要。

今後も継続して関係機関と協議をしな
がら、行っていく。

商工観光文化課

桑名商工会議所、桑名三川商工会、
ハローワークの協力のもと、市内の
10人～50人規模の企業96社に訪問
し、障害者雇用の啓発など意見交換
を行いました。

規模の小さい企業では、障害者雇
用に対する認識が低いところも多
く、訪問により障害者雇用の向上
が図れた。

市内の中小企業約100社を訪問し、障
害者雇用の啓発など意見交換を行う。

障害福祉課
関係機関と連携して就職説明会の実
施と情報提供を行った。

説明会参加企業を増やしていくた
めに、障害者雇用に対する認識を
高める必要がある。

就労継続事業所等の説明会であるくわ
な特別支援学校主催の就職ナビに参加
した。
今後も継続して関係機関と協議をしな
がら、行っていく。

商工観光文化課
障害者雇用に積極的な事業所を表彰
し、障害者雇用の促進を図りまし
た。

今後も障害者雇用に理解のある事
業所を表彰することにより、障害
者雇用への理解を広げていく必要
がある。

障害者雇用に積極的な事業所を表彰
し、障害者雇用の促進を図る。

2)①
就労支援のネッ
トワークの推進

• 桑員地区の三重県や近隣市町、福祉施
設、ハローワーク、商工会議所、特別支援
学校、社会福祉協議会等の就労支援部会と
連携し、就労支援の研修会を実施します。

障害福祉課

関係機関と連携して就労を目的とし
たを行った。
2月には、シンポジウムを開催し、
講演と座談会を行うなどの研修会を
行った。

一般就労に繋がるよう、企業を対
象に、障害者雇用についての具体
的なイメージがつくような研修を
行う必要がある。

今後も継続して関係機関と協議をしな
がら、行っていく。

障害者の就職説
明会の開催

• 障害者の就職説明会をハローワーク桑名
や関係機関と連携し実施します。

2)①

スポーツ・レク
リエーション活
動の振興

• 障害者を対象とした各種スポーツ・レク
リエーション教室を開催し、障害者スポー
ツの普及に努めます。
• 障害者が気軽に参加し、楽しめるような
教室等を検討するとともに、障害者の参加
を推進します。

2)①
企業への訪問活
動の実施

• 関係機関と連携し、市内の企業に対して
障害者雇用の啓発のための訪問活動を行い
ます。

2)①
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2)①

指導者・ボラン
ティアの人材育

成

• 三重県障害者スポーツ協会と連携を図
り、地域における障害者スポーツの指導的
役割を果たす専門的な人材の育成及び確保

に努めます。
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方
向
性

取
組 項目 施策・事業 関連部署 平成２８年度施策実施状況 課題 平成２９年度施策実施計画

2)①

桑名市地域自立
支援・協議会で
の就労支援

• 障害者やその家族の当事者団体、特別支
援学校等の教育機関、公共職業安定所等の
就労機関、障害者総合相談支援センター、
就労移行支援事業所、企業等が障害者の一
般就労を目指すために情報交換し、具体的
な取組を協議します。

障害福祉課
関係機関と連携しておらわーくにて
協議を行い、一般就労に繋がる事を
目標に会社訪問等を行った。

会社訪問時に一般就労に繋げる上
での課題等を見つけることが必
要。

商工観光課と連携していくよう、関係
機関（おらわーく担当者）と打合せを
行った。今後は、商工観光課も連携し
て会社訪問等を進めていく。

2)①
市職員の障害者
雇用

市職員の障害者雇用 人事課

平成28年6月1日時点において、職員
の障害者実雇用率は2.25%であった
が、法定雇用障害者数を下回ること
はなかった。

職員の退職に伴い、雇用率が増減
するため、法定雇用率を下回らな
いよう採用を実施する。

法定雇用率達成に向けて、障害者枠を
増加し、ハローワークや大学等と連携
を図りながら雇用促進を目指す。

2)②
就労移行支援事
業の充実

• 就労に必要な能力を取得できるように、
今後も事業者の参入を促進していきます。

障害福祉課 就労支援事業所　市内2ヵ所
今ある事業所とは違った特色のあ
る事業所を開拓する必要がある。

圏域事業所へ働きかける。

2)②
就労継続支援事
業の充実

• 障害者が就労継続支援事業所で定着して
就労できるように支援します。

障害福祉課
相談支援専門員、市職員等が、ご本
人の意向を伺い、進めていく。

就労継続事業所と相談支援専門員
の計画の一貫性を高める必要があ
る。

相談支援専門員、市職員等が、ご本人
の意向を伺い、進めていく。

2)②
物品等の優先調
達の推進

• 国等による障害者就労施設等からの物品
等の調達の推進に関する法律に基づく障害
者就労施設の提供する物品・サービス等の
啓発チラシを作成する等、全庁的に優先購
入（調達）を推進していきます。

障害福祉課

障害者就労施設にて製作している物
品のパンフレットを活用し、掲示板
等で周知した。
他課の問い合わせに対して、事業所
を紹介した。

物品の調達が頭打ちになってお
り、新たなパンフレットの作成に
向け、情報の収集が必要。

毎年前年度を上回る金額を調達目標に
掲げているので、定期的な情報収集と
情報提供を行う。

障害福祉課
障害者差別解消法や職員の対応方法
等について、掲示板等にて職員に対
し周知を行った。

各職員が、各課でどのように対応
すべきか考える機会を作る必要が
ある。

御意見をいただいたうえで、広報くわ
な記事へのFAX番号の記載などを行っ
ているが、今後も各職員が対応を考え
ていけるよう職員対象研修を行う。

介護高齢課
必要に応じて、車いすの手助けや、
筆談、読み上げなどによる対応に努
めている。

課を超えた対応方法の連携が必要
と考える。

引き続き、他課とも連携しながら窓口
でのわかりやすいサービス提供に努め
る。

障害福祉課
障害者差別解消法や職員の対応方法
等について、掲示板等にて職員に対
し周知を行った。

各職員が、各課でどのように対応
すべきか考える機会を作る必要が
ある。

手話講座の初級講座修了者向けに中級
講座を新設した。H29.5多度公民館で
市民向けに差別解消法の制度説明を
行った。継続して活動していく。

人事課

障害者福祉に対する理解と認識を深
め、手話の基本的技術の習得を図
り、市民サービスの向上を図ること
を目的に手話講座を実施した。
H28.12.5～12.13の間で6日間開催
し、33名が受講した。

継続的な研修実施に努める。

平成29年度に関しても、昨年度同様に
手話講座を実施し、障害者への適切な
対応ができるよう、市職員に必要な研
修を行う。

総務課
スロープや点字、投票補助（代理投
票）など、投票しやすい環境を整え
た。

今後も現場の意見を聞き対応して
いく必要がある。

スロープや点字、投票補助（代理投
票）など、投票しやすい環境を整え
る。

障害福祉課 選挙用に車椅子の貸出を行った。
選挙期間中、貸出可能な車椅子が
少なくなる。

選挙用に車椅子の貸出を行った。

4）① 国際交流の推進
障害のある方が文化・スポーツ等の分野で
国際的な活躍をしている情報を収集し、市
民へ周知しています。

― 未実施
障害分野だけでなく関係者と連携
し情報収集が必要

文化・スポーツ関係者と連携し情報収
集に努める。

障害者への適切
な対応について
の研修

• 職員の手話講座を引き続き行います。
• 平成28年４月から施行される障害者差別
解消法の知識や、窓口対応等で必要な障害
者への配慮の内容等、市職員に必要な研修
を実施していきます。

3)①

障害者に対する
窓口対応への配
慮

• 総合窓口での案内支援の充実に努めま
す。
• 各課窓口でのわかりやすい行政サービス
の提供に努めます。

3)①

3)①

障害者等に対す
る選挙における
配慮

• スロープや点字、案内への配慮等、障害
のある方も選挙に参加しやすいような環境
づくりに努めます。
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